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③ ウーマンメイク株式会社：大分県国東市 
 
 
（１）基本情報 
創業年 2015 年 

栽培品目、施設面積 

施設：6 連棟ビニールハウス 
品目：リーフレタス、ホウレンソウ（増設後） 
施設面積：30 アール、計 80 アールに増設中（2021 年 3 月） 

その他面積 － 
雇用者数 従業員 18 名（内役員：3 名、パート職員：15 名） 

主な導入設備・システム 

環境制御システム：菜援(新港テクノス)、 
グリーンラボ II(サンクールシステム) 
自動液肥混入装置：ナッパーランド(三菱アグリケミカルドリーム) 
養液栽培システム(プランツ) 
搬送ロボット：無人搬送車 AGV キーカート（トヨタ L&F カンパニー/）、 
機械調整・台車作成(ムサシ工業)   

生産実績 年間約 60t、日産 2,500-3,000 株（年 300 日稼働） 
 

 

出所︓ウーマンメイク提供 
 
（２）事業の経緯 

ウーマンメイク株式会社（代表取締役︓平山亜美氏）の創業は 2015 年。就農するにあたり株式会
社として組織化した後、土地の確保、資金調達、近隣農園での栽培実績の積み上げを経て、2016年7
月から 30 アールの施設でリーフレタスの栽培を開始した。2021 年 3 月には施設を 50a 拡大し、計 80a
でリーフレタスのほかホウレンソウの栽培を開始する。 

代表の平山氏は、新卒で関西の大手精密機器メーカーに就職した後、大分県で海外展開を進めてい

  
写真：外観 

ICT活用や自動化による省力化と働きやすさを追求し、売上を伸ばす 
＜ウーマンメイク株式会社︓大分県国東市＞ 
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た化粧品メーカーに転職。そこでデザインやブランディングなどの知見を積む一方で、異業種交流会など、地
元の産業振興や地域貢献を考える人々との出会いを広げていた。 

地域の人々との出会いの中で、農業やその 6 次化、食に関わる仕事に魅力を感じつつも、農業をめぐる
課題の多さも認識していた。そうしたなか、妊娠を機に子育てと仕事の両立を考えた上で、同じような立場
の人と働きやすい職場で働きたい、そのような場所を作りたいと決心し、農業、とりわけ先端技術が取り入
れられている施設園芸で起業することを決心した。 

平山氏は、まず近隣の農園からハウスを借り受け、栽培技術を身に着けつつ、同時に 1 年後の栽培開
始を目標に、多数の生産者の話を聞きながら事業計画を立て、それまでに出会った仲間の協力を得て、
資金調達のために株式会社として組織化した。 

当初の資金調達では、生まれたばかりの子どもと一緒に市役所や銀行を回り、事業計画への理解を深
めてもらうことで、30 アールの施設整備に必要な約 1 億円のうち、半分に充てることのできる助成金を確保
し、残りも金融機関からの融資を調達した。 

当初 5 人で始めた栽培は、現在 20 代から 60 代の女性 18 名で対応している。 
 

 
出所︓ウーマンメイク提供 

   
 

 
写真︓ハウス内観（上）、商品のパッケージ（下） 
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（３）スマート化の取組 

当初より女性が働きやすい施設とするため、省力化を心掛けてきた。リーフレタスの栽培を始めるにあたっ
て、周年で安定した生産とするために環境制御システム、移動式栽培ベンチ、作業管理アプリなどを導入
している。 

環境制御システムを導入したことで生産管理がデータ化できて、栽培を数字で管理ができおた。その結
果、作業時間や収穫数量を管理することができ。フレキシブルな働き方にも対応できるようになった。 

また、子育て中の女性が多いウーマンメイクでは、フレキシブルな働き方の前提として、作業状況を職員
間で共有していた。 

これらを導入したことによって、当初より安定した周年栽培ができ、職員の突発的な勤務形態の変更に
も臨機応変に対応できた。 
 さらに、今年度は収穫物の搬送にロボットを導入する。当初から施設内は搬送が容易なようにコンクリー
トで舗装してあったが、施設から道路までの通路は舗装されていなかった。ほ場から道路までロボットを導入
するにあたって、通路幅の計算や導入を検討していたロボットの車両部分の調整が必要になり、平山氏は
経営者の異業種交流会で知り合った地元のメーカーの協力を得て、ほ場に最適なロボットに改良すること
にした。地元のメーカーに依頼したことで、ロボットに何かあった際にも問題なく出荷できるよう、メンテナンスを
容易にできるようになった。 

データの活用では、EC、PH、農薬散布の記録、栽培日数のデータ記録、分析をしているほか、養液や
原水分析、残留農薬検査を外部委託で行っている。環境制御システムのデータについては、記録はしてい
るが、日々の分析はしていない。栽培開始から 4 年が経って生産量は定まっており、現在の施設規模で最
大量を栽培し、日々記録している生育状況と取引先からの発注量を見ながら収穫している。 

以前より夏の冷却に地下水を活用していたが、今年は冬のボイラーでの加温をやめて、地下水での加温
（温度維持）を試した結果、ボイラーよりも一定温度を維持でき、さらに重油代などのコストの削減、それ
らによる環境に配慮した生産が可能になった。現在は、水温と肥料濃度は日々確認し、生育状態をよく見
ること、その状態によって管理をしっかり行うことに注力している。 

また、出荷売上データは、エクセルで管理している。取引先の状況をみながら、新たな販路開拓の必要
性の有無を判断し、バイヤーに相談するようにしている。 
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出所︓ウーマンメイク提供 

 
 
（４）栽培・経営における工夫 

ウーマンメイクの取引先は、大手小売がメインである。小売側は多様な野菜を取り扱うため、リーフレタス
だけでは開拓が難しかったため、ウーマンメイクでは、近隣の上原農園グループと協力して営業を行い、販路
開拓をしてきた。また、輸送、機会、資材を共同で利用するための共同集出荷場を整備している。会社と
して地域の行事や草刈り、老人会などのイベントには積極的に参加することで、地域の理解も深めている。 

販路については、当初大分空港近接という立地を活かし、首都圏の小売向けに半分程度空輸で出荷
していたが、運賃が上がったこと、また今年度は新型コロナウイルスの影響で便数が減ったこともあり、現在は
県内の小売向けの出荷割合を増やすとともに、新規にドラッグストアへ納品することになり、その売上は伸び
ている。 

売上は、4,500 万円（2016）、6,200 万円（2017 年）、7,700 万円（2018 年）、6,900
万円と右肩上がりの傾向にある。今後も、運賃や鮮度を考慮して、地元の小売をメインの取引先としていく
とともに、増設しているハウスでホウレンソウの栽培を新規に拡大し、全量年間取引を要望している取引先
に対し、安定した供給を目指す。 

品目を増やすことで、既存の取引先への販売量の増加、配送料の抑制にもつながる。取引先とはただ

 

  
 

 
写真︓スマート化の状況（上）、モニタリング画面（下） 
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野菜を売るだけの関係ではなく、消費者や市場の声を拾い、商品開発ができる関係性を築けており、消費
者の声を活かした生産を心掛けて商品開発を続けている。 

リーフレタスは、この 10 年ほど人工光型植物工場産も含め、生産量が拡大しているが、そのような環境
の中、ウーマンメイクでは、自らのリーフレタスにブランド名「やさいまま」と付けた。ここには、「優しいママのよう
な愛情を込めて育てる」と「野菜そのままの味を届ける」という二つのメッセージが込められている。 

パッケージは、ピンクを基調とした上品なイメージとしたところ、手に取ってもらいやすく、SNS などで取り上
げてもらいやすいことがわかった。2021 年 3 月から栽培開始予定のホウレンソウにも、知名度を上げるため
のネーミング、パッケージを検討し、情報発信を積極的にしていこうとしている。 

栽培に関しては、生産効率を上げるために、資材や道具の整理整頓（整理、整頓、清掃、清潔、習
慣づけの５S の維持）や毎日の作業時間の目安の掲示などを実施している。並行して、栽培工程を 15
項目に分け、従業員それぞれの健康状態や個別意見を聞き取り、個別カルテを作成して、作業ローテーシ
ョンを組んでいる。 

さらにキャリアアップへの取組として、マネージャー、リーダーなどそれぞれの役職における要件を明示し、キャ
リア別のチャンスリスト（能力開発の機会︓営業への参加、販売の実績、研修会への参加など）を示しつ
つ、作業内容についてキャリア別の行動目標を示し、スキルチェックシートによって遂行基準の確認、自己評
価ができる仕組みをつくり、目標設定と評価につなげている。 

また、ウーマンメイクでは、生産効率を上げるための取組だけでなく、働きやすさについても追及している。
当初から日曜は完全休日としており、それぞれの家庭の事情や働き方の希望に沿って、週 4 日から 6 日、
時間帯も 8:00-17:00、8:00-12:00、9:00-12:00 と選択できるようになっており、学校の休日や行
事などにもフレキシブルに調整できるよう、作業状況を全員で共有するようにしている。妊娠、出産を経ても
働きたい職員が戻ってきやすいよう、体調に応じた作業担当へ割り振ったり、声をかけたりするなど、産後も
戻りやすい職場の空気を大事にしている。 
 

（５）今後に向けて 
今年度から大分県の「研修体制整備促進事業」に採択され、新規就農者の 2 年間の研修を受け入

れている。研修者は、大分県からの補助によって社員として栽培実績を積み、座学の研修にも参加して就
農者として独立することを目指す。研修者の受入れでは苦労も多いが、研修を通して組織としての成長も
重ね、研修者の独立後はグループ化によって地域の農業振興につなげる。 

また、会社の設立当初より目標の一つであった 6 次化については、レストランや託児所、図書館など、地
域の拠点となるような「道の駅」の事業化について、同時進行で検討中である。 
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４．２．地方公共団体 
① 宮城県 
 

（１）施設園芸の概況 

宮城県の農業は、2018 年度のデータでは米作が 800 億円超と最も産出額が高く、次いで肉用牛などの畜
産で 750 億円超、野菜が 280 億円と続く。野菜では、いちご、きゅうり、トマト、ねぎの順で生産額が高い。 

全国的に野菜の生産額が減少するなか、宮城県では微増傾向にある。この背景には東日本大震災を機に、
被害に遭った農地の区画拡大整理、農地集約、農家の組織化など、大規模な土地利用や効率的な営農方
法の導入を県が主導となって取り組んだことなどがある。 

担い手については、農業従事者数の減少が続くなか、農業法人は震災前の 2 倍近くに増えている。 
 

図：宮城県の園芸作物の産出額の推移 

 
出典：農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」2020 年 1 月から作成 

 
図：作物別ガラス室・ハウス等の設置実面積の推移 

 
出典：宮城県「みやぎの園芸特産データブック施設園芸編」2020 年 3 月 
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図：宮城県の農業法人数の推移 

 
出典：宮城県「宮城県農業・農村の概要」2020 年 4 月 

 
 

震災後の宮城県の農業を担う経営体は、栽培規模も拡大しており、大規模施設での生産技術の向上と経
営安定化を課題としていた。そのような背景もあり、県が 2016 年に策定した「みやぎ園芸特産振興戦略プラ
ン」では、「先進的技術を導入した施設園芸」をあるべき姿として掲げ、「競争力と魅力ある先進的大規模園芸
産地の育成」を進めている。 

プランで示されている以下の基本方針のうち、施設園芸では基本方針１、３に重点を置いている。 
 
１．施設園芸産地の競争力の強化 

園芸特産品目の安定供給体制の構築、生産力と品質を高める栽培技術の高度化、 
次世代型施設園芸の推進 

２．土地利用型露地園芸の推進 
 水田等における園芸特産の振興、加工・業務用園芸産地の拡大 
３．次代を担う園芸経営体の育成 
 先進的園芸経営体の育成、活力ある担い手の確保・育成 
４．消費者・実需者ニーズに応える販売戦略の展開 
 人と環境に配慮した安全・安心な農林業の推進、国内外の多様な需要に対応した販売力の強化、地域
優位性を活かしたブランド化の推進 
 
これらの実現のため、県の農業・園芸総合研究所に先進的園芸経営体支援チームを設置し、農研機構な

ど関係機関との支援体制整備や人材育成、技術・経営能力向上のための研修、巡回指導等の実施、生産
者間の連携強化のためのネットワーク化を進めた。 

その結果、園芸作物の産出額は東日本大震災前の水準まで回復し、プラン計画期間後半では当初の目
標の上方修正や園芸振興室の新設など体制が強化され、目標達成に向けて取り組みが加速化している。 

産地育成を推進するために園芸作物の重点品目も設定されているが、下表のとおり産地改革品目 18 品
目、地域戦略品目 48 品目のうち、いちご、きゅうり、トマトについては全県域において産地改革品目となってい
る。 
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重点振興品目 定義 

産地改革品目 
（17 品目） 

県全体の基幹品目として産地化されているが、さらに産地の構造改革を進め、産地の
維持拡大を図る品目のうち、部門ごとに定める選定基準を満たすものを園芸特産振興
会議で選定。 
例：いちご、きゅうり、トマト 等。 

地域戦略品目 
（48 品目） 

各地方振興事務所・地域事務所を範囲とする圏域で、地域の特色を生かし、地域農
業の活性化のために重点的に推進する品目のうち、園芸特産振興地域会議により選
定。震災後の地域の背景を踏まえ、産地の情勢変化に対応できるよう園芸特産振興
地域会議において毎年追加が可能。 
例：ナス、葉菜類 等。 

 

（２）目標とする経営の姿 

宮城県では、園芸生産拡大に向け、収益性向上（単位面積当たり収量増）、規模拡大（先進的な施
設・機械等の導入促進）、企業による新規参入支援（各種補助事業、事例集等の情報提供）等が進ん
でいる。環境測定機器等の活用拡大や高度環境制御システムの導入拡大とともに、その活用技術の定着を
進め、それによる適切な環境制御と生育環境性の整備を進めることで収量の向上を目指す。 

特に収益性向上については、いちごの産出額目標が当初の 50 億円から 70 億円に、収量も 3.6t/10a か
ら 4.7 t/10a に上方修正されている。昨年度は長距離輸送に適した県育成の新品種「にこにこベリー」の栽培
が本格化している。 
 

図：施設園芸高度化のイメージ 

 
出典：宮城県「みやぎ園芸特産振興戦略プランの中間見直しについて」2018 年 
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この「次世代施設園芸」の推進指標は、以下のように設定されており、今年度の結果はまだ出そろっていない
が、概ね目標は達成される見込みである。 

 
指標 基準 

産地改革品目の産出額 201 億円（2014）から 250 億円（2020） 

園芸施設面積 1,009ha（2014）から 1,060ha（2020） 

養液栽培面積 153ha（2020） 

県開発品種の栽培面積 

いちご：32.7ha（2014）から 70ha（2020） 
ユリ：4a（2014）から 20a（2020） 
リンゴ：1.3ha（2014）から 3.0ha（2020） 

加温施設における 
化石燃料利用削減率 

80%（2014）から 75%（2920） 

 
また、現在、宮城県では「農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針」（以下、基本方針。）を改訂

中であるが、これまで「施設野菜＋水稲」と設定していた営農類型を、今回の見直しにより、いちご、きゅうり、ト
マト、パプリカの 4 品目に関して単品での営農類型を示す予定である。 

これらの 4 品目の経営モデルは、栽培面積 1ha、環境制御システムや IPM 等を導入、大規模経営に適し
た労務管理等による収量・品質・生産性の向上、データに基づく栽培管理と生産者間ネットワーク構築による
改善スピードの向上を目指しており、粗収益 850～1,250 万円程度、経営費 680～1,080 万円程度、農
業所得 1,560～1,720 万円程度と目標設定する見込みである。 
 

（３）生産基盤の強化に向けた取り組み 

宮城県では、2014 年から 2017 年まで農業・園芸総合研究所の先進的園芸経営体支援チームが中心
となり、2018 年からは園芸振興室先進的園芸推進班が主体となって、先進技術の早期定着と普及拡大、
経営の安定化に向けた企業や研究機関等との連携を進めている。なかでも、トマト、パプリカ、いちご、きゅうりを
大規模施設で栽培している 3 つの事業者を、高度な環境制御技術による生育管理、適切な労務管理等に
より収益性の高い園芸経営を実現するための「次世代施設園芸」モデルとして設定し、成果の普及に努めてい
る。 

その推進体制として、下図のとおり「宮城県次世代施設園芸加速化コンソーシアム」を構築し、多くの関係機
関との定期的な情報共有などにより、各モデル事業者における成果の分析とその情報発信による普及拡大、先
進技術を取り入れる際の管理技術人材の育成などを進める。 

また、企業参入においては、県農業振興課、みやぎ農業振興公社、宮城県農業会議が連携し、ワンストッ
プの参入窓口となり、農地の確保、事業計画の作成、資金繰りなどの相談に応じている。県関係機関、JA グ
ループ（県本部、中央会）、研究機関等と立ち上げた「先進的園芸経営体支援連絡会」は、相談窓口のひ
とつとして、情報共有と技術支援を進めることになっている。県は栽培環境データの活用方法や生育コントロール
技術の定着支援を主に担当し、JA グループは法人化、営農相談等への対応、研究機関は高度な技術相談
へのアドバイスを行う。 
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これらの取り組みを進めることで、2021 年 3 月に策定予定の「第 3 期みやぎ食と農の県民条例基本計
画」では、園芸産出額を 2030 年には現在の倍に上げるなどの目標設定をしており、栽培技術の向上と合わ
せて、マーケットインによる生産拡大と加工なども含めた食品産業との戦略的な連携によるバリューチェーンの構
築を進める。 

 
図：宮城県次世代施設園芸加速化コンソーシアム 

 
出典：宮城県「宮城県の技術支援の取組」2021 年 2 月 

 
 
「先進的園芸経営体支援連絡会」で県の担当として、コンソーシアムの農業法人と一緒に次世代施設園芸

を進めている相澤氏は、㈱イグナルファームなどがモデルとなっているポイントとして、以下を挙げている。 
●情報・データをオープンにしている 

法人の方針として、県や研究機関等に積極的に自分たちの情報やデータを公開することで、相手の協力

対応を得ることができ、議論が深まる。課題解決に向けた重要なポイントにいち早く到達、改善につながる。 

●アンテナが高い 

補助事業や各種支援情報、他県産地における取組や新しい技術、キーパーソンなどの情報を社内外の

人脈を活用して得るとともに社内で情報共有し、自分たちにも取り入れることができないか、何か改善につな

がらないかと日々探索、研究をしている。自社に新しいことをどんどん入れていこうという姿勢がある。 

●他組織との交流や視察や研修生の受け入れ等を厭わない 

多忙であっても、何かしら得るものがあるという姿勢で、地域からの要望があれば積極的に対応し、地域に

貢献している。 

●人材育成は独立を目指す 
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受け入れる研修生や新入社員には、早期にハウス単位の責任を持たせて、「植物を見る目」を養うように

している。週 1 回程度の勉強会を通して、そのような「目」を習得することと栽培の「勘所」を伝授し、データの

活用とバランスよく技術を高めることで、早期の独立を可能としている。その結果、更に次の若い世代が参入

し、また成長していく土台ができている。 

 
主な事業①みやぎの園芸法人ステージアップ事業 

宮城県内に本店を有する農業法人を対象に、施設の整備や機械設備の導入に対して 1/2 の補助を行う
もので、「（１）企業的園芸等施設整備型」と「（２）付加価値創造支援型」とがある。それぞれ事業要件
があり、（１）では新規雇用を 1 名以上もしくは延べ 200 日/年以上雇用確保、3 年後の年間販売額が
1,000 万円以上増加、対象事業費が 3,000 万円以上であることが求められる。 

また、（２）は、加工や業務用向けの栽培及び出荷を支援するもので、設備の導入によって 3 年後の年間
販売金額が 500 万円以上増加すること、対象となる総事業費が 1,000 万円以上であることが求められる。 

当事業は、県の重点振興品目であるいちご、トマト、ねぎ類、葉菜類、きゅうり、たまねぎ、なす、かんしょ、ブ
ルーベリーなどを対象に 2016 年から今年度まで 25 法人を採択した。この結果、新規法人の増加、園芸販
売額 3 億円程度の増加につながっている。 

 
主な事業②大規模園芸経営体育成事業（アグリビジネス・チャレンジ支援事業） 

利用できる事業主体は、宮城県内で園芸生産を行う、売上高の増大を目指す農業法人等であり、この事

業を活用するための実施計画を作成し、内容について知事の認定を受けなければならない。認定を受ければ、

機械設備や施設の取得及び整備に要する経費について 1/2 の補助（上限 6,000 万円）を得られる。

2020 年度は 2 件の採択予定件数が設定された。 

要件は、直近 3 か年の年間売上が 1 億円未満であること、3 期後の年間売上高が 3,000 万円増かつ 1

億円を上回ること、1 名以上雇用を増やすこと、栽培品目が「みやぎ園芸特産振興戦略プラン」の重点振興品

目であることの 4 つが求められている。 

いちご、ねぎ類、葉菜類、トマト、鉢もの、花苗などを中心に、2012 年から今年度までに 11 法人が採択さ
れ、6 割程度の法人が目標を達成し、2 億円以上の販売額増加につながっている。施設園芸の場合は、環境
制御等の先進的な技術の導入を推奨している。 

当該事業では応募者に事業計画をプレゼンテーションする機会を設けているが、事業計画を策定し、発表の
場で説明することで、参加者からは「経営を見直す機会になった」、「3-5 年後を見据えた仕事をしなければと、
経営者としての意識が高くなった」という声が寄せられている。 

 

主な事業③競争力ある園芸産地づくり生産流通強化事業 

当事業は、地域（原則として市町村を一つの地域とする）の枠を超えた広域連携による生産体制の構築、
競争力のある園芸産地を創出するための取組や施設、設備の導入支援をするもので、県が認定する連携協
議会とその構成員を補助対象としている。 

連携協議会は、①複数地域の生産組織(生産部会、農業法人等)、②実需者、市場、流通事業者、③
関係機関(県の関連機関、農業協同組合、市町村)の 3 つすべての構成機関を含む必要がある。 
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連携協議会は、「園芸生産流通等強化計画」を作成し、県の認定を受けることで、その計画に沿って事業を
進めるために、「連携推進費」、「体制整備費」の 2 つの事業メニューを活用できる。 

「連携推進費」は、連携協議会が実施する栽培技術向上のための研修会開催経費等に活用できるもので、
上限 300 万円の定額補助が受けられる。また、「体制整備費」は、事業費の 1/2 の補助（上限 2,500 万
円）を受け、連携協議会の構成員が整備、導入する施設、設備の経費に活用できる。 

なお、計画の採択要件として、対象品目が「みやぎ園芸特産振興戦略プラン」の重点振興品目であること、
計画実施後 3 年後までに生産量及び販売額が基準年度比 110%以上かつ 1,000 万円以上増加するこ
と、事業期間内の総事業費が 1,000 万円以上であることが求められる。 
 当該事業では、醸造用ぶどう、トマト、ばれいしょ、たまねぎなどを中心に、2016 年から今年度まで、延べ 17
団体が採択された。いずれも概ね事業目標を達成しており、新たな園芸産地づくりと、2.6 億円程度の園芸販
売額増につながっている。 
 

図︓連携協議会のイメージ図 

 
出典︓宮城県「令和２年度競争力ある園芸産地づくり生産流通強化事業」 
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宮城県農政部園芸振興室ホームページ 

宮城県農政部園芸振興室「宮城県の技術支援の取組（スマートグリーンハウス・シンポジウム資料）」 

宮城県農政部「令和 2 年度みやぎの農業施策ガイドブック」 
農林水産省「平成 30 年生産農業所得統計」 
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